情報開示不服申立てに関する諮問書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   当総総第 　１１ 　号　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年 ２月 ４日

　　

当別町情報公開・個人情報保護審査会

　会長　薄　井　　明　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当別町長　宮　司　正　毅　　

　

　平成２７年１１月２０日に請求のあった情報の開示に関する決定に対して、不服申立てがありましたので、当別町情報公開条例第１６条第１項の規定により諮問します。

	請求書受付年月日
	平成２７年１１月２０日

	情報の件名又は内容
	開示請求者所有地隣接地の課税及び徴税状況の開示

	当初における実施機

関の決定の内容
	不開示

	決定通知年月日
	　　　　平成２７年１２月　３日（木曜日）　　　　

	不服申立ての受理年月日
	平成２８年　１月２７日

	不服申立ての趣旨及び理由
	（趣旨）不開示の決定を取り消し、全部開示を求める。

（理由）不開示の根拠に、当別町情報公開条例第６条を挙げ、その根拠として「課税状況」「徴税状況」は地方公務員法３４条第１項及び地方税法第２２条の「秘密」に該当するとしている。当該「秘密」は不開示の法的根拠に反し、既に下記の通り判明している。

記

　当方所有地隣接の山林所有者「Ａ」は６０余筆（面積は７０ha余。添付資料参照）を所有している。これらの不動産の税額は３万円余であるが、当別町税務課は２０年以上にわたり徴税業務を放棄し、かつ、地方税法373条に反して、滞納に対する換価手続きを怠っている。「不開示」決定が容認されると、本来なされるべき徴税業務の怠慢が隠蔽・放置され当別町に対する損害が継続的に生じる。

　また、当別町税務課のこのような徴税行為は固定資産税徴収の公平性を甚だしく損なっている。


答　申　書

平成２８年３月２３日

当別町長　宮　司　正　毅　様

当別町情報公開・個人情報保護審査会　

会　長　　薄　井　　明　
情報不開示決定に関する諮問について（答申）

　

　平成２８年２月４日付けで諮問のあったこのことについて，次のとおり答申します。

記

答申書　別　紙

（別　紙）

１　審査会の結論

本件異議申立てに係る，平成２７年１２月３日付け当総総第１５１号により当別町長（以下「実施機関」という。）が行った不開示決定（以下「本件処分」という。）については，妥当である。

２　異議申立ての経緯

　⑴　平成２７年１１月２０日付けで，異議申立人（以下「申立人」という。）は，当別町情報公開条例（平成１４年当別町条例第８号。以下「条例」という。）第９条及び当別町情報公開条例施行規則（平成１４年当別町規則第３２号。以下「規則」という。）第２条の規定に基づき，「当方所有地隣接地の課税及び徴税状況の開示」について，情報開示請求を行った（以下「本件請求」という。）。なお，「当方所有地隣接地」の所在等については，本件請求に際して申立人により図面の添付がなされている。

　⑵　実施機関は，本件請求に関する公文書等を町総務部税務課が管理する公文書等と推認し，これらの情報が地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３４条第１項及び地方税法（昭和２６年法律第２２６号）第２２条に規定する「秘密」に該当するとの理由で，条例第６条の規定による不開示情報（不開示情報区分　法令秘情報）とし，平成２７年１２月３日付け本件処分を行い，申立人に条例第１１条第３項の規定及び規則第３条第３号の規定により，情報不開示決定通知書（以下「本件通知書」という。）を送付した。

　⑶　平成２８年１月２５日付けで，申立人は，本件処分を不服として実施機関に異議申立書（以下「本件申立書」という。）を送付した。実施機関は，同月２７日付けで本件申立書を受理し，同年２月４日当審査会に対し，条例第１６条第１項の規定により諮問を行った。                                             

３　申立人の異議申立ての趣旨及び理由

　　申立人は，本件申立書により「（町が行った本件処分は）不開示の根拠に，条例第６条を挙げ，その根拠として『課税状況』『徴税状況』は地方公務員法第３４条第１項及び地方税法第２２条の『秘密』に該当するとしているが，当該『秘密』は不開示の法的根拠に反し，既に次のとおり判明している」として，申立人が自ら調査した当方所有地隣接地の状況を示したうえで「当別町税務課は２０年以上にわたり徴税業務を放棄し，かつ，地方税法第３７３条に反して，滞納に対する換価手続を怠っている。『不開示』決定が容認されると，本来なされるべき徴税業務の怠慢が隠蔽・放置され当別町に対する損害が継続的に生じる。また，当別町税務課のこのような徴税行為は固定資産税徴収の公平性を甚だしく損なっている」旨を主張し，本件処分を取り消し，全部開示を求めている。なお，当別町情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１４年当別町条例第１０号）第７条の規定による申立人が審査会において口頭で意見を述べる機会は，平成２８年２月１日に申立人の意思を確認のうえ，これを実施しないこととした。

４　実施機関による異議申立てに係る処分を行った理由及び説明

　　実施機関の主張は，おおむね次のとおりである。

　⑴　本件請求に係る公文書等の特定が不明である。

　⑵　地番の記載された地図が添付されているが，これらの土地の一部に申立人所有地に隣接していない土地もあり，申し立て内容が不明確である。

　⑶　これらの調査結果自体が地方税法第２２条に規定する地方税法に関する調査(課税調査）によって知り得た情報であり，徴収状況についても地方税の徴収に関する事務に従事して知り得た情報であるので，開示することは出来ない。

　⑷　さらに，隣接地所有者名及び滞納状況についても地方公務員法第３４条第１項

　　（職務上知り得た秘密）に該当するので開示することは出来ない。　

　⑸　よって，これらにより，不開示とした本件処分は妥当である。

５　審査会の判断
　⑴　公文書等の特定の経過についての妥当性

ア　申立人は，情報開示請求書の「請求する情報の件名又は内容」欄に，「当方所有地隣接地の課税及び徴税状況の開示」と記載するのみであり，「隣接地」を特定すべき所在，地番，地目，地積，所有者の情報が記載されていない。

　　そのため，本件請求にかかる公文書等の特定としては，不十分である。

イ　この点，本件請求には地番の記載された地図が添付されており，そこには「Ｂ　所有山林」が茶色のペンで，「Ａ所有山林　６４筆　７７４，２３５㎡」が緑色のペンで，各外縁部分が塗られている。そのため，申立人の開示を求める「隣接地」がこの緑色部分の土地であることは，一応の推認がなされるところである。

　　しかし，これらの土地のうち，一部は申立人の土地に隣接しているとはいい難いものもある。また，これらの土地が，真に申立人の主張するとおり，Ａ所有の土地であるかは，依然として判然としない。

　　そのため，これらの地図添付があってもなお，請求に係る土地の特定方法としては，不十分といわざるを得ない。

ウ　これに対し，実施機関では，請求に係る土地を特定するため，緑色部分の土地について，所在，地番，地目，地積，所有者の調査を行うことは，法令で与えられた調査権限を超える行為であり，不可能である。

　　他方，申立人に対し，更にその特定を求めることは，情報開示の可否に関する最終的な判断を前提とすると，過大な要求となる。

そのため，かかる不十分な特定のもとで情報開示の可否を判断せざるを得なかったことは，まことにやむを得ないものであり，その過程は妥当である。

　⑵　一連の手続についての適法性

　　　情報不開示決定に対する不服申立ては，「決定を知った日の翌日から起算して６０日以内に」「当別町長に対して」すべきところ，本件通知書は，平成２７年１２月５日に申立人に送達された。そのため，不服申立ては平成２８年２月４日までにすべきことになる。

　　　そして，申立人は，平成２８年１月２５日付けで，当別町長に対する本件申立書を作成し，本件申立書は同月２７日に当別町に送達されたから，いずれの要件をも満たす。

　　　したがって，申立人の本件申立手続は適法である。
　⑶　当該秘密についての判断

　　ア　条例第６条第１項では，「実施機関は，情報の開示の請求（以下「開示請求」という。）があったときは，開示請求に係る情報に，次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き，当該情報の開示をしなければならない。」と定めており，同条同項第５号には「法令秘情報　法律又は他の条例の規定により明白かつ具体的に開示することができないとされている情報」の規定がある。

　　イ　申立人の請求する土地の「課税状況」「徴税状況」は，いずれも地方税法第２２条に規定する「地方税の徴収に関する事務に従事している者」が「これらの事務に関して知り得た秘密」であり，それを「漏らし（中略）た場合においては，２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する」と罰則が定められている。また，実施機関の職員はいずれも地方公務員であるから，地方公務員法第３４条の「職員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。」という規制にも服する。

　　　　その結果，「課税状況」「徴税状況」は，これらの規定により「明白かつ具体的に開示することができないとされている情報」にほかならず，法令秘情報に該当することは明らかである。

　　ウ　この点，申立人は，「これらの不動産の税額は３万円余である」ことや，「当別町税務課は２０年以上にわたり徴税業務を放棄し，かつ，（中略）滞納に対する換価手続を怠っている」ことが「既に（中略）判明している」から，「秘密」とはいえない旨，反論する。

　　　　しかし，固定資産課税額及びその徴収状況は，納税義務者のみが知りうる情報であり，一般に公開されている情報ではないから，申立人の主張は理由がない。

　⑷　その余の主張について

　　ア　申立人は，「『不開示』決定が容認されると，本来なされるべき徴税業務の怠慢が隠蔽・放置され当別町に対する損害が継続的に生じる。」「また，当別町税務課のこのような徴税行為は固定資産税徴収の公平性を甚だしく損なっている。」旨主張し，不開示決定による不都合性を主張する。

　　イ　しかし，実施機関が情報を開示すべきかどうかは，条例に定める基準によって一義的に判断されるべきものであり，その開示の結果生じうる効果や，不開示の結果生じうる不都合性を考慮して判断すべきものではない。

　　　　また，仮に，申立人の主張するような業務怠慢が真に存在し，固定資産税徴収の不公平が生じていたり，損害が当別町に対して発生していると考えるのであれば，それらは憲法上保障された言論活動による批判や，法令で定められた他の法的手段によって是正を求めるべきであり，条例上不可能な情報開示請求手続で行うべきものでもない。

　⑸　結論

　　　よって，これらにより，不開示とした本件処分は妥当である。
６　その他

　　特になし。

７　審議日程等

　本件を審査するに当たり，次の日程により当審査会を３回開催し，慎重な審議を実施した。
　⑴　平成２８年２月４日（木）１７時　

　　　諮問の受理，事実の概要及び双方の主張の整理，審議，次回以降の審議日程の整理等

　⑵　平成２８年３月３日（木）１７時

　　　答申書案の検討及び答申書の文案作成等

　⑶　平成２８年３月２２日（火）　　

　　　持ち回り審議による答申書の了承
　⑷　平成２８年３月２３日（水）
　　　答申

